
川崎市上下水道局公告第８１号 

川崎市上下水道局業務委託に関するプロポーザル方式事務取扱要綱（平成１

９年１２月７日１９川水総契第６５０号）第２条第２号に基づく公募型プロポ

ーザル方式により、働き方・仕事の進め方改革に向けた職場の課題分析業務委

託の受託適格者を特定することについて、次のとおり公告します。 

平成３０年１０月９日 

川崎市上下水道事業管理者 金 子  督      

１ 公募型プロポーザルに付する事項 

（１）委託件名 

働き方・仕事の進め方改革に向けた職場の課題分析業務委託 

（２）履行場所 

川崎市川崎区宮本町１番地 川崎市役所第２庁舎４階、その他局が指定

する場所 

（３）履行期間 

契約の日から平成３１年３月２２日（金）まで 

（４）業務概要 

   本業務は、（２）に配置する川崎市上下水道局下水道部管路保全課を対

象職場とし、次の業務を行うものです。 

  ア 課題の把握 対象職場における業務、執行体制等についての管理職へ

のインタビュー等による課題設定 

  イ 課題の把握 対象職場における業務、執行体制等についての課題の分

析 

  ウ 分析結果の説明 課題分析の結果を対象職場に説明 

  エ 報告資料の作成 課題分析結果等の取りまとめ及び報告資料の作成 

  オ 本事例の局内における共有 本事例について局内共有を行う場を設け



るための資料作成等の支援 

２ プロポーザル方式参加資格に関する事項 

  この公募型プロポーザル方式に参加を希望する者は、次の条件を全て満た

さなければなりません。 

（１）川崎市上下水道局契約規程第２条の規定に基づく資格停止期間中ではな

いこと。 

（２）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でない

こと。 

（３）平成２９・３０年度川崎市業務委託有資格業者名簿において、業種「そ

の他業務」・種目「その他」で登録されている者であること。 

３ プロポーザル方式実施説明書・参加意向申出書等の配布及び提出 

  この公募型プロポーザル方式の実施説明書（様式集を含む。）は、（１）

の場所及びホームページ（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｉｔｙ．ｋａｗａｓａ

ｋｉ．ｊｐ／８００／ｐａｇｅ／００００１００４７２．ｈｔｍｌ）で配布

します。 

  また、この公募型プロポーザル方式に参加を希望する者は、次によりプロ

ポーザル参加意向申出書（川崎市上下水道局業務委託に関するプロポーザル

方式事務取扱要綱（平成１９年１２月７日１９川水総契第６５０号。以下「

要綱」という。）第３号様式。以下「参加意向申出書」という。）を提出し

なければなりません。 

（１）配布及び提出場所 

   〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地（川崎市役所第２庁舎

３階） 

   川崎市上下水道局総務部庶務課 

   電話 ０４４－２００－０５３４ 



（２）配布期間 

   平成３０年１０月９日から平成３０年１０月１６日まで（土曜日及び日

曜日を除く。） 

   午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

（３）提出期間 

   平成３０年１０月９日から平成３０年１０月１７日まで（土曜日及び日

曜日を除く。） 

   午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

（４）提出方法 

   （１）の場所に持参してください。なお、郵送による提出は受け付けま

せん。 

４ 実施説明書に関する質問及び回答 

（１）質問 

   実施説明書に関する質問がある場合は、次のとおり質問書（書式は任意

とする。）を提出してください。 

   なお、評価基準に関する質問は受け付けません。 

  ア 提出期間 

    平成３０年１０月９日から平成３０年１０月１１日まで 

  イ 提出方法 

    実施説明書１１（２）のとおり電子メールを送付してください。 

（２）回答 

   質問書を提出した全ての者に対し、全ての質問及び回答を一覧にして電

子メールで送付します。 

  ア 回答日 平成３０年１０月１５日 

５ 参加資格確認結果通知書等の交付 



  参加意向申出書を提出した者には、次により参加資格確認結果通知書（要

綱第４号様式）を交付します。また、参加資格が「有」と認められた者（以

下「参加資格者」という。）には、併せてプロポーザル関係書類提出要請書

（要綱第２号様式。以下「要請書」という。）を交付します。 

  なお、参加資格確認結果通知書等の郵送は行いません。 

（１）交付場所 

   ３（１）に同じ 

（２）交付日時 

   平成３０年１０月１９日 午後１時から午後５時まで 

（３）非参加資格者の説明の請求及び回答 

   非参加資格者と通知された者が、その理由について疑義が生じた場合は

、次により書面（書式は任意とする。）で説明を求めることができます。 

  ア 請求期間 

    平成３０年１０月１９日から平成３０年１０月２３日まで 

  イ 請求方法 

    実施説明書１１（２）のとおり電子メールを送付してください。 

（４）説明請求に対する回答 

   次により電子メールで回答します。 

  ア 回答日 平成３０年１０月２５日 

６ 技術提案書等の提出 

  参加資格者は、実施説明書に基づき、技術提案書等を提出しなければなり

ません。 

（１）提出場所 

   ３（１）に同じ 

（２）提出期間 



   平成３０年１０月２２日から平成３０年１０月３１日まで（土曜日及び

日曜日を除く。） 

   午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

（３）提出方法 

   ３（１）の場所に持参してください。なお、郵送による提出は受け付け

ません。 

（４）提出資料 

  ア 技術提案書 １部 

  イ 技術提案書に関連する添付資料 １部 

  ウ 上記ア及びイの電子データ １部 

７ 技術提案書作成に関する質問及び回答 

（１）質問 

   技術提案書作成に関する質問がある場合は、次のとおり質問書（書式は

任意とする。）を提出してください。 

   なお、評価基準に関する質問は受け付けません。 

  ア 提出期間 

    平成３０年１０月２２日から平成３０年１０月２４日まで 

  イ 提出方法 

    実施説明書１１（２）のとおり電子メールを送付してください。 

（２）回答 

   質問書を提出した全ての者に対し、全ての質問及び回答を一覧にして電

子メールで送付します。 

  ア 回答日 平成３０年１０月２６日 

８ 技術提案書作成の留意事項 

  参加資格者は、実施説明書５に示す業務内容について、実施説明書１５に



留意して明確かつ可能な限り具体的に提案を記述し、技術提案書を作成して

ください。 

９ 技術提案内容に対するヒヤリング 

  提出された提案書等の内容に対し、次の方法によりヒヤリングを実施しま

す。 

（１）実施方法 

   提案書等の内容に関して、各参加資格者によるプレゼンテーションを実

施し、質疑応答を行うこととします。 

（２）実施日時・場所 

   平成３０年１１月中旬（各参加資格者に対して別途通知します。） 

１０ プロポーザル方式の評価方法 

  このプロポーザル方式の評価は、提案書等（添付書類を含みます。）及び

ヒヤリングにより行うこととし、実施説明書に示す評価項目及び基準に基づ

き、評価点の総合計により総合評価点を算出します。 

１１ 受託適格者の特定方法 

（１）特定方法 

   このプロポーザル方式における受託適格者は、提案評価点の配分の６割

以上を獲得した者のうち、１０により算出した総合評価点の最も高い者と

します。ただし、総合評価点が最も高い者が２者以上いる場合は、技術提

案の内容に係る点が最も高い者を受託適格者とします。また、技術提案の

内容に係る点も同点である場合は、くじにより受託適格者を特定します。 

   なお、受託適格者として特定された者が契約締結までに辞退した場合、

または参加資格を喪失した場合は、その者を除いて、総合評価点が最も高

い者を受託適格者とします。 

（２）受託適格者の対象外とする場合 



   次に示す項目に該当する場合は、総合評価点によらず受託適格者の対象

外とします。 

  ア 局が技術提案書等に記載を求める各評価項目に対して記述がないとき

または無関係記述など不適切な内容を記述したとき。 

  イ 提案価格が当局の提示した上限価格を超えている場合 

  ウ 契約締結までに参加資格を喪失した場合 

（３）受託適格者の提案価格 

   受託適格者となるべき者の提案価格が、契約内容に適合した履行がなさ

れない恐れがあると認められる場合は、当該適格者を除き、総合評価点が

最も高い者を受託適格者とすることがあります。 

（４）結果通知書の交付 

   １２に示す参加資格喪失者を除き、技術提案書を提出した者全てに対し

、評価の結果について「結果通知書（第８号様式）」を交付します。 

   なお、結果通知書の郵送は行いません。 

  ア 交付場所 

    ３（１）に同じ 

  イ 交付日時 

    平成３０年１１月中旬（各参加資格者に対して別途通知します。） 

（５）説明請求 

   受託適格者に特定された者以外の者が、特定されなかった理由について

疑義が生じた場合は、次により書面（書式は任意とします。）で説明を求

めることができます。 

  ア 請求期間 

    結果通知書交付日から２開庁日以内 

  イ 請求方法 



    実施説明書１１（２）のとおり電子メールを送付してください。 

  ウ 説明請求に対する回答 

    電子メールで回答します。 

１２ 参加資格の喪失 

（１）参加資格の喪失 

   参加資格者が契約を締結する期限までの間において、次のいずれかに該

当する場合は、参加資格を失うものとし、参加資格を失う者（以下「参加

資格喪失者」という。）が既に提出した提案書等は無効とします。また、

参加資格喪失者に対しては、参加資格を失う理由を「参加資格喪失通知書

（要綱第７号様式）」により通知します。 

  ア ２の資格要件を満たさなくなったとき。 

  イ 提出した書類等に虚偽の記載をしたとき。 

  ウ 評価委員会の委員となった者の援助を受けて提案書及びその関係書類

を作成したとき。 

（２）参加資格喪失者の説明の請求及び回答 

   参加資格喪失者は、その理由について疑義が生じた場合は、次により書

面（書式は任意とします。）で説明を求めることができます。 

  ア 請求期間 

    参加資格喪失通知書交付日から２開庁日以内 

  イ 請求方法 

    実施説明書１１（２）のとおり電子メールを送付してください。 

  ウ 説明請求に対する回答 

    電子メールで回答します。 

１３ その他 

（１）このプロポーザル方式において使用する言語及び通貨は、日本語及び日



本国通貨に限ります。 

（２）このプロポーザル方式は、実施説明書に定めるもののほか、川崎市契約

条例、川崎市上下水道局契約規程、川崎市上下水道局競争入札心得等に定

めるもの及び本案件の公告によるものとします。 

（３）このプロポーザル方式は、参加資格者が１者となったとき中止します。

ただし、上下水道事業管理者が認める場合は、その限りではありません。 

（４）このプロポーザルの参加申し込み後、辞退する場合は、書面（書式は任

意とします。）により申し出てください。 

（５）このプロポーザル方式において、参加資格者から提出された提出資料、

提案書等は、原則として返却しません。なお、これらの提出書類等は、受

託適格者の特定以外の目的で使用しません。 

（６）このプロポーザル方式において、提案書の作成・提出及びヒヤリングへ

の参加等に必要な費用は、参加者の負担とします。 

（７）このプロポーザル方式において配布する実施説明書及びその他の資料等

は、プロポーザル参加に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。 

（８）このプロポーザル方式において提示された提案価格は、本業務委託にお

ける予定価格の根拠資料とします。 

（９）受託適格者は、当局との契約交渉において、速やかに提案内容の詳細に

ついて協議を行ってください。 

（１０）受託適格者特定後、提案書作成時には想定されなかった理由により、

業務内容、費用等を変更する必要が生じた場合は、当局との協議により必

要と認められる場合に限り、内容を変更することができます。 

（１１）受託適格者は、契約締結後、速やかに業務準備に着手してください。 

（１２）契約締結後、業務開始までに必要な準備は、受託者の費用により実施

してください。 



（１３）その他、詳細事項等について疑義が生じた場合は、当局と協議のうえ

決定します。 


